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(57)【要約】
【課題】プローブヘッド、コネクタ、及びそれらを結ぶ
ケーブル内を一巡する循環経路の各所で冷媒を加速する
ことで該冷媒を循環させる超音波プローブを提供する。
【解決手段】振動子１１１が配置されたプローブヘッド
１１０と、超音波診断装置本体２００に接続するための
コネクタ部１３０と、筒の形状を有し、一端にプローブ
ヘッド１１０が、他端にコネクタ部１３０が設けられ、
超音波装置本体と振動子１１１との間の信号を伝送する
信号線及び電源線を収納するケーブル１２０と、内部に
電界共役流体が充填され、筒の内部を通過しプローブヘ
ッド１１０とコネクタ部１３０との間を一巡する循環経
路１０１と、循環経路１０１の内部において所定間隔で
電界を発生させる電界発生手段と、電解共役流体を冷却
する冷却手段と、を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波の送受信を行う振動子が配置されたヘッド部と、
　超音波診断装置本体に接続するためのコネクタ部と、
　筒の形状を有し、一端に前記ヘッド部が設けられ、他端に前記コネクタ部が設けられ、
前記超音波診断装置本体と前記振動子との間の信号を伝送する信号線及び電源線を収納す
るケーブル部と、
　内部に電界共役流体が充填され、前記筒の内部を通過し前記ヘッド部と前記コネクタ部
との間を一巡する循環経路と、
　該循環経路内部において所定間隔で電界を発生させる電界発生手段と、
　前記電解共役流体を冷却する冷却手段と、
　を備えることを特徴とする超音波プローブ。
【請求項２】
　前記電界発生手段は、前記循環経路の内壁に配置され、該循環経路の径を略一周する、
正極を発生する電極と負極を発生する電極とが、前記循環経路の長さ方向に交互に前記所
定間隔毎に配置された、ことを特徴とする請求項１に記載の超音波プローブ。
【請求項３】
　前記電界発生手段の電極は、一部に切れ目を設けた前記循環経路の径方向の円筒を複数
配置し、該円筒を前記切れ目でそれぞれ連結したパターンを有し、前記円筒のパターンの
間の間隔に対して前記連結のパターンの間の間隔を十分広くとることを特徴とする請求項
２に記載の超音波プローブ。
【請求項４】
　前記電界発生手段は、前記信号線及び電源線の外側に、前記循環経路の長さ方向に正極
を発生する電極と負極を発生する電極とが交互に配置されたパターンを有する、ことを特
徴とする請求項１乃至請求項３のいずれか一つに記載の超音波プローブ。
【請求項５】
　前記ヘッド部には、前記振動子への送信パルスの制御や前記振動子からの受信エコーの
増幅処理などを行う電子回路が配置されていることを特徴とする請求項１乃至請求項４の
いずれか一つに記載の超音波プローブ。
【請求項６】
　前記冷却手段は、前記コネクタ部に配置されることを特徴とする請求項１乃至請求項５
のいずれか一つに記載の超音波プローブ。
【請求項７】
　前記電解共役流体は、不活性であることを特徴とする請求項１乃至請求項６のいずれか
一つに記載の超音波プローブ。
【請求項８】
　超音波プローブと、前記超音波プローブを接続し、該超音波プローブを介して被検体に
超音波を送受信しエコー信号を取得する送受信手段及び該エコー信号を基に超音波断層像
を生成する画像生成手段とが配置された装置本体と、を備える超音波診断装置であって、
　前記超音波プローブは、
　超音波の送受信を行う振動子が配置されたヘッド部と、
　前記装置本体に接続するためのコネクタ部と、
　筒の形状を有し、一端に前記ヘッド部が設けられ、他端に前記コネクタ部が設けられ、
前記超音波診断装置本体と前記振動子との間の信号を伝送する信号線及び電源線を収納す
るケーブル部と、
　内部に電界共役流体が充填され、前記筒内部を通過し前記ヘッド部と前記コネクタ部と
の間を一巡する循環経路と、
　該循環経路内部において所定間隔で電界を発生させる電界発生手段と、
　前記電解共役流体を冷却する冷却手段と、を備え、
　前記送受信手段は、
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　前記超音波プローブにパルス信号を送信し前記振動子から前記被検体に向かう前記超音
波を発生させ、前記被検体から反射した超音波エコーを受けた前記振動子からエコー信号
を受信する、
　ことを特徴とする超音波診断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、被検体に向けて超音波を送信しその反射波を受信し、臓器の形状、機能など
を測定する超音波診断装置及びそれに使用される超音波プローブに関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波診断装置とは、超音波を送受信する超音波探触子を備えた超音波プローブが接続
され、被検体に超音波を送波し、被検体内の各組織等で反射して戻ってきた超音波（以下
では、「超音波エコー」という。）を受信し、その受信した超音波に基づく被検体の断層
像を生成するものである。この超音波診断装置は、従来から、生体内部の疾患の診断に役
立てられている。そして、超音波プローブにおける被検体と接触する部分及びその持ち手
を構成する部材をプローブヘッドという。
【０００３】
　患者の体表又は臓器表面に積極的に接触させる超音波プローブは、その安全規格の１つ
として発熱制限が設けられている。大きな信号強度を得ようとすると、超音波の送信パワ
ーを上げるなどの必要が生じる。これは結果的に患者に接触する超音波プローブの表面の
温度を上昇させることになる。しかし、上述した発熱制限があるために、送信パワーを無
制限に上げることができない。
【０００４】
　また、最近ではプローブヘッド内に高度な電子回路を組み込んだ２Ｄアレイプローブ等
が開発されている。この様な２Ｄアレイプローブでは１次元に振動子を配列した超音波プ
ローブと比較して多数の振動子が配置されることになる。そして、この様な２Ｄアレイプ
ローブにおいては、組み込まれた電子回路及び多数配置された振動子の双方から熱が発生
するため、プローブヘッドにおける発熱が著しく増加している。
【０００５】
　そこで従来、プローブヘッドにおける温度を下げるために、アルミや銅など熱抵抗の低
い材質のブロックを振動子背面（プローブヘッド内）に組み込み、プローブヘッド内で発
熱した熱をケーブル側へ引き出す構造（例えば、特許文献１参照）や、金属ブロックその
ものによる熱容量の増加による温度上昇速度の緩和する技術が提案されている。また、プ
ローブヘッド内に振動子からの熱を伝達するヒートパイプを配置し、超音波プローブと超
音波診断装置本体とを接続するためのコネクタ部に配置したポンプにより、熱伝導構造と
したケーブル部を介してプローブ部とコネクタ部の間で冷媒を循環させる冷却機構を備え
た超音波プローブ（例えば、特許文献２参照。）が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】登録実用新案第３０６１２９２号公報
【特許文献２】特開平９－２９４７４４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、２Ｄアレイプローブなどといった電子回路がプローブヘッドに組み込まれた超
音波プローブでは、振動子と電子回路との接触部及び電気回路自身が介在するため、特許
文献１のように金属ブロックを振動子背面に入れることが困難である。また、ファンによ
る強制空冷を行う場合には、通気孔とフィンを設けなければならず、小型化が困難であっ
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たり薬品に対する耐性が低減したりといった点で問題が生じる。さらに、特許文献２のよ
うにポンプで冷媒である流体を循環させる場合、ポンプを納める空間が必要であり小型化
が困難である。また、ポンプを用いた冷媒の循環においては、冷媒を循環させるケーブル
内を流れる該流体の圧力損失が大きくなるおそれがある。また、該ケーブルがねじれたと
きの該流体が停留するおそれもある。さらに、モーターやファンが回転する際に生じるノ
イズの問題やモーター自身の故障のおそれがある。
【０００８】
　この発明は、このような事情に鑑みてなされたもので、プローブヘッド、コネクタ、及
びそれらを結ぶケーブル内を一巡する循環経路の各所で冷媒を加速することで該冷媒を循
環させる超音波プローブを提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するために、請求項１に記載の超音波プローブは、超音波の送受信を行
う振動子が配置されたヘッド部と、超音波診断装置本体に接続するためのコネクタ部と、
筒の形状を有し、一端に前記ヘッド部が設けられ、他端に前記コネクタ部が設けられ、前
記超音波診断装置本体と前記振動子との間の信号を伝送する信号線及び電源線を収納する
ケーブル部と、内部に電界共役流体が充填され、前記筒の内部を通過し前記ヘッド部と前
記コネクタ部との間を一巡する循環経路と、該循環経路内部において所定間隔で電界を発
生させる電界発生手段と、前記電解共役流体を冷却する冷却手段と、を備えることを特徴
とするものである。
【００１０】
　請求項８に記載の超音波診断装置は、超音波プローブと、前記超音波プローブを接続し
、該超音波プローブを介して被検体に超音波を送受信しエコー信号を取得する送受信手段
及び該エコー信号を基に超音波断層像を生成する画像生成手段とが配置された装置本体と
、を備える超音波診断装置であって、前記超音波プローブは、超音波の送受信を行う振動
子が配置されたヘッド部と、前記装置本体に接続するためのコネクタ部と、筒の形状を有
し、一端に前記ヘッド部が設けられ、他端に前記コネクタ部が設けられ、前記超音波診断
装置本体と前記振動子との間の信号を伝送する信号線及び電源線を収納するケーブル部と
、内部に電界共役流体が充填され、前記筒内部を通過し前記ヘッド部と前記コネクタ部と
の間を一巡する循環経路と、該循環経路内部において所定間隔で電界を発生させる電界発
生手段と、前記電解共役流体を冷却する冷却手段と、を備え、前記送受信手段は、前記超
音波プローブにパルス信号を送信し前記振動子から前記被検体に向かう前記超音波を発生
させ、前記被検体から反射した超音波エコーを受けた前記振動子からエコー信号を受信す
る、ことを特徴とするものである。
【発明の効果】
【００１１】
　請求項１に記載の超音波プローブ及び請求項８に記載の超音波診断装置によると、電界
共役流体の循環経路に所定間隔で配置された電界の作用により電界共役流体が加速される
構成である。これにより、循環経路全域にわたって冷媒の加速が可能となり、安定した冷
媒の循環によりヘッド部の発熱を防止することが可能となる。また、冷媒を循環するため
のポンプが不要なため、超音波プローブをより小型化することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明に係る超音波プローブにおける電界共役流体の流れを説明するための模式
的な断面図
【図２】本発明に係る超音波診断装置のブロック図
【図３】（Ａ）第１の実施形態に係る管の中心線と直交する方向（電界共役流体の流路の
軸に直交する方向）の断面を模式的に表す図、（Ｂ）第１の実施形態に係る管に設けられ
た電極パターンを説明するための図
【図４】管の中心線に沿った方向（電界共役流体の流路の軸に沿った方向）の断面図
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【図５】変形例１に係る電極パターンを説明するための模式的な図
【図６】変形例４に係る電極パターンを説明するための模式的な図
【図７】（Ａ）第２の実施形態に係る管の中心線と直交する方向（電界共役流体の流路の
軸に直交する方向）の断面を模式的に表す図、（Ｂ）第２の実施形態に係る管の内部に配
置された電極パターン及び信号線を説明するための図
【図８】第２の実施形態に係る管の中心軸に沿った断面図
【図９】（Ａ）変形例５に係る管の中心線と直交する方向（電界共役流体の流路の軸に直
交する方向）の断面を模式的に表す図、（Ｂ）変形例５に係る信号線を説明するための図
、（Ｃ）変形例５に係る管の内部に配置された電極パターン及び信号線を説明するための
図
【図１０】冷却部を装置本体の内部に配置した構成を説明するための図
【発明を実施するための形態】
【００１３】
〔第１の実施形態〕
　以下、この発明の第１の実施形態に係る超音波プローブ及びそれを用いた超音波診断装
置について説明する。図１は本発明に係る超音波プローブにおける電界共役流体の流れを
説明するための模式的な断面図である。また、図２は本発明に係る超音波診断装置の機能
を表すブロック図である。
【００１４】
　まず、以下の説明で使用する「電界共役流体」について説明する。電界共役流体とは、
電極間の狭い領域に生じる電界を駆動源として流動する物質である。この、電界共役流体
とは、ジブチルアジベート、トリアセチレン等に代表される、導電率＝４×１０－１０Ｓ
／ｍ、粘度＝１×１００Ｐａ・Ｓで表わされる点Ｐ、導電率＝４×１０－１０Ｓ／ｍ、粘
度＝１×１０－４Ｐａ・Ｓで表わされる点Ｑ、及び導電率＝５×１０－６Ｓ／ｍ、粘度＝
１×１０－４Ｐａ・Ｓで表わされる点Ｒを頂点とする直角三角形の内部に位置する導電率
及び粘度を有する化合物、又は、該三角形の内部に位置する導電率及び粘度を有するよう
に調整された２種類以上の化合物の混合物を指す（特許第３１７９０３５号参照）。この
電界共役流体の例としては、ハロゲン化炭化水素化合物として、ベンゾトリフルオライド
、エチルパーフルオロブチルエーテル（難燃性洗浄剤）、エチルパーフルオロイゾブチル
エチルエーテル、メチルパーフルオロブチルエーテル、メチルパーフルオロイソブチルエ
ーテル、ヘキサフルオロプロパンの２量体あるいは３量体等のオリゴマー成分などがある
。本実施形態では、電界共役流体として導電率が４×１０－１０Ｓ／ｍ～５×１０－６Ｓ
／ｍの範囲内にあり、表面張力が２２ｄｅｎ／ｃｍ以下のフッ素系流体－１ＥＨＡ２（Ｆ
Ｆ－１ＥＨＡ２）（ペルフルオロノネニルオキシベンゼンを主成分とした電界共役流体）
を使用している。ここで、使用する電界共役流体としては、使用する条件にあう物質であ
ればどのような電界共役流体を使用してもよい。ただし、超音波プローブに使用される他
の部材への影響を軽減するために、電界共役流体は不活性であることが好ましい。
【００１５】
　次に超音波診断装置００１について説明する。図２に示すように、本実施形態に係る超
音波診断装置００１は、超音波プローブ１００と装置本体２００で構成されている。そこ
でまず、超音波プローブ１００の構成について説明する。装置本体２００を含む超音波診
断装置００１の全体の構成については後に説明する。
【００１６】
　図１に示すように、超音波プローブ１００は、プローブヘッド１１０、ケーブル１２０
、及びコネクタ部１３０で構成されている。超音波プローブ１００は、コネクタ部１３０
によって装置本体２００に接続される。このコネクタ部１３０によって、超音波プローブ
１００は本体に対し着脱可能に構成されている。
【００１７】
　図１に示すように超音波プローブ１００は、コネクタ部１３０がケーブル１２０の一端
に配置されており、そのケーブル１２０の他端にプローブヘッド１１０が配置されている
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。
【００１８】
　本実施形態のプローブヘッド１１０内には、振動子１１１と電子回路１１２が設けられ
ている。この様に電子回路１１２がプローブヘッド１１０に組み込まれている超音波プロ
ーブ１００としては例えば２Ｄアレイプローブ等がある。そして、プローブヘッド１１０
の内部には、振動子１１１及び電子回路１１２の周りに電界共役流体が流れるための空間
が設けられている。
【００１９】
　振動子１１１は、超音波を送受波する。例えば、振動子１１１は、バッキング材などの
上に形成され、配線などを介して電子回路１１２に電気的に接続される。電子回路１１２
は、後述するケーブル１２０内を通る配線である信号線１２１（図３参照）を介して装置
本体２００に電気的に接続される。そして、電子回路１１２が後述する装置本体２００の
送受信部２０１によって適宜制御されて振動子１１１にパルス電圧が送信され、振動子１
１１によって超音波に変換され、該変換された超音波が被検体に送信される。そして、被
検体で反射した超音波（以下では、「超音波エコー」という。）が振動子１１１で受信さ
れる。振動子１１１は、受信した超音波エコーを電気信号（以下では、「エコー信号」と
いう。）に変換し、電子回路１１２へ出力する。そして、電子回路１１２によって、エコ
ー信号は増幅等の処理が行われ、送受信部２０１へ出力される。このプローブヘッド１１
０が本発明における「ヘッド部」にあたる。
【００２０】
　さらに、本実施形態では、振動子１１１及び電子回路１１２の周りに、後述するケーブ
ル１２０内を通過している電界共役流体の流路となる管１２２（図３（Ａ）参照）が延長
され敷設されている。ただし、管１２２を延長した構成である必要はなく、振動子１１１
や電子回路１１２を浸してもよい。これにより、プローブヘッド１１０へ送る側の管１２
２を通って送られてきた電界共役流体が振動子１１１及び電子回路１１２の周りを通過し
てコネクタ部１３０へ送る側の管１２２を通ってコネクタ部１３０へ送られることになる
。これにより、電界共役流体は振動子１１１及び電子回路１１２の熱を吸収する。
【００２１】
　本実施形態のコネクタ部１３０には、ファン１３１、ペルチェ素子１３２、及び高圧電
源部１０２が設けられている。さらに、コネクタ部１３０には電界共役流体が流れるため
の空間が設けられている。このコネクタ部１３０が本発明における「コネクタ部」にあた
る。
【００２２】
　高圧電源部１０２は、高電圧を発生する電源であり、この場合は装置本体２００から給
電している。そして、高圧電源部１０２の負極は、後述する負極パターン１０３に、高圧
電源部１０２の正極側が正極パターン１０４に接続されている。ここで、本実施形態では
高圧電源部１０２を装置本体２００の内部に配置したが、負極パターン１０３及び正極パ
ターン１０４に高電圧をかけることができる構成であれば他の構成でもよい。例えば、昇
圧器をコネクタ部１３０内に配置し、装置本体２００から電源の供給を受けて、受けた電
源を昇圧し、該昇圧した電圧によって負極パターン１０３及び正極パターン１０４に電圧
をかける構成でもよい。以下の説明では、負極パターン１０３及び正極パターン１０４を
まとめて単に「電極パターン」ということがある。
【００２３】
　本実施形態では、ファン１３１はコネクタ部１３０の外側に設けられている。このファ
ン１３１は発熱したコネクタ部１３０を冷却する。これにより、ファン１３１は、コネク
タ部１３０に設けられた空間を流れる電界共役流体を冷却することになる。
【００２４】
　さらに、本実施形態では、電界共役流体が流れる空間の外側にペルチェ素子１３２が設
けられている。具体的にはペルチェ素子１３２の吸熱側の面が電界共役流体が流れる空間
側になるようにペルチェ素子１３２は配置される。これにより、電界が印加されたペルチ
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ェ素子１３２によって電界共役流体からの熱が奪われ、電界共役流体を冷却する。
【００２５】
　さらに、本実施形態ではコネクタ部１３０内に設けられた空間の中に、後述するケーブ
ル１２０内を通過している電界共役流体とペルチェ素子１３２との間で熱の受け渡しを行
う熱変換機構が敷設されている。これにより、コネクタ部１３０へ送る側の管１２２を通
って送られてきた電界共役流体がペルチェ素子１３２へ熱を放出し、プローブヘッド１１
０へ送る側の管１２２を通ってプローブヘッド１１０へ送られることになる。これにより
、電界共役流体はコネクタ部１３０内で熱を奪われ冷却される。
【００２６】
　ケーブル１２０は、内部に空間を有する筒型の形状を有している。そして、該空間にコ
ネクタ部１３０と電子回路１１２とを繋ぐ信号線１２１を有している。この信号線１２１
には、制御信号を送る線のほかに電源線も含まれる。この信号線１２１は、前述のように
送受信部２０１からの制御信号を電子回路１１２へ送信するとともに、電子回路１１２か
ら出力されたエコー信号を送受信部２０１に送信する。また、ケーブル１２０の内部の空
間は、信号線を配置した状態でも電界共役流体が流れるだけの十分なスペースが設けられ
ている。このケーブル１２０が本発明における「ケーブル部」にあたる。
【００２７】
　図３（Ａ）は、本実施形態に係る管１２２の中心線と直交する方向（電界共役流体の流
路の軸に直交する方向）の断面を模式的に表す図である。図３（Ａ）に示すように、ケー
ブル１２０が有する空間には信号線１２１が配置されている。さらに、ケーブル１２０が
有する空間には、信号線１２１とは別のチューブ状の管１２２を複数敷設している。この
管１２２が電界共役流体の流路となる。そして、管１２２のうち半数がコネクタ部１３０
からプローブヘッド１１０への電界共役流体の流路であり、残りの半数がプローブヘッド
１１０からコネクタ部１３０への電界共役流体の流路である。この管１２２は前述のプロ
ーブヘッド１１０の空間とコネクタ部１３０の空間とをつないでいる。そして、管１２２
、前述したプローブヘッド１１０の空間、及びコネクタ部１３０の空間によって、コネク
タ部１３０、ケーブル１２０、及びプローブヘッド１１０を巡回する電界共役流体の流路
である循環経路１０１（図１参照）が形成されている。この循環経路１０１は内部が電界
共役流体で充たされ、且つ電界共役流体が漏れないように密閉されている。この循環経路
１０１が本発明における「循環経路」にあたる。
【００２８】
　図３（Ｂ）は、本実施形態に係る管１２２に設けられた電極パターンを説明するための
図である。図３（Ｂ）は管１２２を拡大した図である。管１２２の内壁には、負極パター
ン１０３と正極パターン１０４とを帯状の平行パターンとして形成したＦＰＣ（Ｆｌｅｘ
ｉｂｌｅ　Ｐｒｉｎｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔｓ）をらせん状に巻いてできあがる電界共役
流体の駆動用の電極が設けられている。この負極パターン１０３及び正極パターン１０４
が作るらせんはなるべく管１２２の中心線（電界共役流体の流路の軸）と直交するように
設けられることが好ましい。この負極パターン１０３及び正極パターン１０４は、必要に
応じて電界共役流体に接触させたり逆にカバーレイなどで絶縁したりする。そして、負極
パターン１０３は前述した高圧電源部１０２の負極側、正極パターン１０４は高圧電源部
１０２の正極側にそれぞれ接続されている。ここで、図３では説明の都合上、管１２２の
一部を取り出して説明しているが、実際には管１２２の内壁全体に亘って負極パターン１
０３及び正極パターン１０４が敷設されている。
【００２９】
　さらに、図４は、管１２２の中心線に沿った方向（電界共役流体の流路の軸に沿った方
向）の断面図である。図４のように負極パターン１０３及び正極パターン１０４は、管１
２２の内壁に略等間隔で並んでいる。本実施形態では、隣り合う正極パターン１０４同士
の距離であるピッチＰｅは９００μｍである。このピッチＰｅは隣り合う負極パターン１
０３同士の距離も同じである。また負極パターン１０３及び正極パターン１０４の管１２
２の中心軸と直交する方向の厚さＴｅは３５μｍ、負極パターン１０３及び正極パターン



(8) JP 2010-193973 A 2010.9.9

10

20

30

40

50

１０４の管１２２の中心軸と平行な方向の厚さＷｅは１００μｍ、負極パターン１０３と
正極パターン１０４との電極間隔Ｄｅは２００μｍ、負極パターン１０３及び正極パター
ン１０４の螺旋径Ｄｆは３ｍｍφである。
【００３０】
　そして、負極パターン１０３及び正極パターン１０４に対して高圧電源部１０２から電
圧が掛けられると、負極パターン１０３及び正極パターン１０４の間に電界１０６（図４
では点線矢印で表わしている。）が発生する。この、高圧電源部１０２、負極パターン１
０３、及び正極パターン１０４が本発明における「電界発生手段」にあたる。この電界１
０６を駆動源として、電界共役流体の流動が発生する。矢印１０５がこの電界共役流体の
流れを示す。この流動により、図１の矢印１０５で示すように、コネクタ部１３０、ケー
ブル１２０、及びプローブヘッド１１０で形成される循環経路１０１の中を電界共役流体
が循環する。
【００３１】
　ここで、上述したピッチＰｅは狭いほど多くの負極パターン１０３及び正極パターン１
０４で構成される電極ペアを設置でき駆動力を向上することができるが、ピッチＰｅは流
動駆動用の電界１０６が中和されない程度に広くとる必要がある。そしてピッチＰｅが本
発明における「所定間隔」にあたる。また、コネクタ部１３０からプローブヘッド１１０
への電界共役流体の流路となる管１２２と、プローブヘッド１１０からコネクタ部１３０
への電界共役流体の流路となる管１２２とでは、負極パターン１０３及び正極パターン１
０４の配置が逆になる。配置が逆とは、言い換えれば、電界１０６を発生する１組の負極
パターン１０３及び正極パターン１０４において、コネクタ部１３０側に負極パターン１
０３が配置されるか、プローブヘッド１１０側に負極パターン１０３が配置されるかであ
る。
【００３２】
　電界共役流体は、プローブヘッド１１０内を流れることで、振動子１１１及び電子回路
１１２で発生した熱を奪い、振動子１１１及び電子回路１１２を冷却するする。そして、
振動子１１１及び電子回路１１２で発生した熱を奪うことで暖められた電界共役流体はケ
ーブル１２０の管１２２を経由してコネクタ部１３０へ送られる。暖められた電界共役流
体はコネクタ部１３０に設けられたペルチェ素子１３２によって熱が奪われ冷却される。
ファン１３１は、ペルチェ素子１３２に吸収された熱を外部に逃がすためのものである。
また、電界共役流体はコネクタ部１３０の金属部分からの装置本体２００への熱伝導等に
よっても冷却される。そして、冷却された電界共役流体はケーブル１２０の管１２２を経
由してプローブヘッド１１０に送られ再度振動子１１１及び電子回路１１２で発生した熱
を奪う。この電界共役流体による吸熱及び発熱が繰り返されることで、振動子１１１及び
電子回路１１２の発熱が抑えられる。ここで、ファン１３１、ペルチェ素子１３２、及び
装置本体２００への熱伝導が発生する部分が本発明における「冷却手段」にあたる。ここ
で、冷却手段の配置としては、図１０のように、ペルチェ素子１３２などを含む冷却部２
１０を装置本体２００の内部に配置し、コネクタ部１３０の金属部２１１を介して電界共
役流体を冷却する構成でもよい。図１０は、冷却部２１０を装置本体２００の内部に配置
した構成を説明するための図である。
【００３３】
　次に、超音波診断装置全体の動作について簡単に説明する。装置本体２００は、送受信
部２０１、信号処理部２０２、画像生成部２０３、表示制御部２０４、及び表示部２０５
で構成されている。この装置本体２００が本発明にかかる「超音波診断装置本体」及び「
装置本体」にあたる。
【００３４】
　送受信部２０１は、超音波プローブ１００を介して超音波を被検体に送信する。さらに
、送受信部２０１は、被検体で反射した超音波（以下では「超音波エコー」という。）を
超音波プローブ１００を介して受信（以下では、「エコー信号」という。）する。そして
、送受信部２０１は、受信した電気信号を信号処理部２０２に出力する。この送受信部２
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０１が本発明における「送受信手段」にあたる。
【００３５】
　信号処理部２０２は、送受信部２０１からの出力信号に対し包絡線検波や対数圧縮など
を施すことで超音波エコーの振幅情報の映像化を行い、エコー信号からＢモード画像デー
タやドプラ画像データなどを生成する。そして、信号処理部２０２は、画像生成部２０３
へ生成した画像データを出力する。
【００３６】
　画像生成部２０３は、信号処理部２０２から入力された画像データに対し、走査線座標
からモニタの座標への座標変換などを行い、Ｂモード画像やドプラ画像などを生成する。
画像生成部２０３は、生成した画像を表示制御部２０４へ出力する。
【００３７】
　表示制御部２０４は、画像生成部２０３から入力された画像を表示部２０５へ表示させ
る。
【００３８】
（変形例１）
　次に、負極パターン１０３及び正極パターン１０４のパターンの他の例を説明する。負
極パターン１０３及び正極パターン１０４は前述したように管１２２の中心軸（電界共役
流体の流路の軸）の方向となるべく垂直になるように配置した方が、電界共役流体の駆動
力を大きくできる。そのため、各電極のパターンをなるべく管１２２の中心軸の方向に垂
直になるように配置することが望ましい。そこで、本変形例では管１２２の中心軸とほぼ
垂直になるようにパターンを形成した。このとき、図５に示すように流れの方向と平行に
走るパターンの間隔Ｐ２は垂直のパターンの間隔Ｐ１に比して十分広くとる。
【００３９】
　図５は本変形例に係る電極パターンを説明するための模式的な図である。この図では説
明のため内部を透視できるよう管１２２を透明に表しているが、実際には管１２２は透明
である必要はない。
【００４０】
　図５に示すように本実施形態に係る負極パターン１０３及び正極パターン１０４は、帯
状のＦＰＣを用いて管１２２の中心軸（電界共役流体の流路の軸）にほぼ直交する円筒の
一部に切れ目を設けたパターンを作成し、そのパターンを中心軸方向に並べて配置し、そ
れらの円筒を前述の切れ目でそれぞれ連結していった構成である。
【００４１】
　この様に円筒のパターンを並べていくことで、らせん状の場合よりもより管１２２の中
心軸に垂直になる方向に電極を配置でき、電界共役流体の駆動力を大きくすることができ
る。これにより、電界共役流体の循環量が多くなり、より効率的に発熱を抑えることが可
能となる。
【００４２】
（変形例２）
　本実施形態では、循環経路１０１は、プローブヘッド１１０内の振動子１１１や電子回
路１１２の周りに管１２２を延長した管を敷設し、コネクタ部１３０では熱変換機構を設
置する構成となっている。ただし、循環経路１０１は振動子１１１及び電子回路１１２の
熱を奪い、コネクタ部１３０に配置されているファン１３１などにより熱を奪われる構成
であれば他の構成でもよい。
【００４３】
　そこで例えば、プローブヘッド１１０内において、振動子１１１や電子回路１１２にカ
バーを設けて、そのカバーをつけた振動子１１１や電子回路１１２を電界共役流体に浸し
た構成にしてもよい。ここで、電界共役流体が不活性であればカバーも不要となる。また
、コネクタ部１３０内において、内部に配置された部材をカバーで覆い、内部の空間すべ
てに電界共役流体が充填される構成でもよい。この様な構成することにより、より吸熱効
率や、発熱効率を向上させることができる。
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【００４４】
（変形例３）
　また、本実施形態では、製造のし易さ及び十分な駆動力を得ることを考慮して循環経路
１０１における管１２２の全体の部分に電極パターンを配置した構成で説明したが、この
配置部分は循環経路１０１内であれば他の部分に設けてもよいし、十分な駆動力が得られ
るのであれば管１２２の一部に電極パターンを配置してもよい。
【００４５】
　例えば、管１２２以外の部分に電極パターンを設ける例としては、プローブヘッド１１
０に設けられた空間の内壁や、コネクタ部１３０に設けられた空間の内壁に、電界共役流
体の流路と略垂直になるように電極パターンを設ければよい。
【００４６】
　このように、管１２２以外の部分にも電極パターンを設けた場合には、循環経路１０１
のより多くの部分で駆動力を得られることとなり、より安定した電界共役流体の流れを作
ることが可能となる。
【００４７】
（変形例４）
　さらに、本実施形態での正極パターン１０４に図６に示すような突起６００を設けた構
成である。ここで、図６は本変形例に係る電極パターンを説明するための模式的な図であ
る。本変形例のように突起６００を設けた場合、電場が突起６００の部分に集中し、流体
を駆動するための強い電界１０６を発生することができる。これにより、より多くの量の
電界共役流体を循環させることができ、より振動子１１１や電子回路１１２の発熱を抑え
ることが可能となる。
【００４８】
　以上で説明したように、本実施形態に係る超音波プローブ及びそれを用いた超音波診断
装置は、プローブヘッドとコネクタ部とを循環する循環経路を設け、該経路に電界共役流
体を充填し、その循環経路の一部であるケーブル内の管の内壁に負極パターン及び正極パ
ターンを敷設した構成である。そして、本実施形態に係る超音波プローブでは、ケーブル
内の管の中で電界が発生し、それにより電界共役流体が駆動力を受けて循環経路内を循環
することになる。そして、循環する電界共役流体はプローブヘッド内で発生した熱を吸収
し、コネクタ部に設けられたファンやペルチェ素子などの冷却部によって冷却され熱を放
出することを繰り返す。これにより、プローブヘッドの内部に配置された振動子や電子回
路を冷却するための電界共役流体は循環経路の多くの部分で駆動力を受けることになり、
ケーブルのキンク等による流体の停留も軽減でき、安定した流れを維持することが可能と
なる。また、ポンプなどを用いる必要がないため、超音波プローブ（主にコネクタ部）の
小型化が可能となる。さらに、電極パターンを管内に配置することで駆動力が得られるた
め、製造方法もポンプを使用した場合に比べ容易となる。
【００４９】
　さらに、以上で説明した電極パターンの製造方法としては、負極パターン１０３及び正
極パターン１０４を管１２２の中心軸の方向と略直交する方向に配置できればどのような
方法でもよい。例えば、ＦＰＣでパターンを作成し管１２２の中に配置する方法でもよい
し、パイプの材料に電極パターンをパターニングしておきそれを丸めて筒状にするといっ
た方法でもよい。
【００５０】
〔第２の実施形態〕
　以下、この発明の第２の実施形態に係る超音波プローブについて説明する。本実施形態
に係る超音波プローブは電解共役流体の循環経路の中に信号線を組み込んだ構成であるこ
とが第１の実施形態と異なるものである。以下の説明では、第１の実施形態と同一の符号
を付された機能部は特に説明のない限り同じ機能を有するものとする。
【００５１】
　図７（Ａ）は本実施形態に係る管１２２の中心線と直交する方向（電界共役流体の流路
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の軸に直交する方向）の断面を模式的に表す図である。また、図７（Ｂ）は、本実施形態
に係る管１２２の内部に配置された電極パターン及び信号線１２１を説明するための図で
ある。図８は、本実施形態に係る管１２２の中心軸に沿った断面図である。
【００５２】
　図７（Ａ）に示される小さな丸が信号線１２１である。そして、複数の信号線１２１を
覆っている膜が管１２２である。すなわち、ケーブル１２０に通された管１２２の中に信
号線１２１が配置されている構成である。そして、管１２２の中は電界共役流体で充たさ
れているので、本実施形態では信号線１２１が電界共役流体の中に浸けられている構成で
ある。本実施形態に係る管１２２も半数がコネクタ部１３０からプローブヘッド１１０へ
電界共役流体を送る管であり、残り半数がプローブヘッド１１０からコネクタ部１３０へ
電界共役流体を送る管である。ここで、本実施形態に係る電界共役流体は、信号線１２１
の外皮を侵食しないものである必要がある。この場合電界共役流体は不活性であることが
このましい。ただし、図７（Ａ）のように全ての信号線１２１を管１２２の中に配置する
必要はなく、数本入れるだけでもキンクの軽減を図ることが可能である。
【００５３】
　管１２２の内部は図７（Ｂ）及び図８で示すように、信号線１２１が複数本配置されて
いる。そして、管１２２の内壁に、負極パターン１０３及び正極パターン１０４が敷設さ
れている。そして、かく負極パターン１０３及び正極パターン１０４は高圧電源部１０２
に接続されている。本実施形態では、隣り合う正極パターン１０４同士の距離であるピッ
チＰｅは９００μｍである。このピッチＰｅは隣り合う負極パターン１０３同士の距離も
同じである。また負極パターン１０３及び正極パターン１０４の管１２２の中心軸と直交
する方向の厚さＴｅは３５μｍ、負極パターン１０３及び正極パターン１０４の管１２２
の中心軸と平行な方向の厚さＷｅは１００μｍ、負極パターン１０３と正極パターン１０
４との電極間隔Ｄｅは２００μｍ、負極パターン１０３及び正極パターン１０４の螺旋径
Ｄｆは５ｍｍφである。ここで、第１の実施形態と同様に、ピッチＰｅは狭いほど多くの
負極パターン１０３及び正極パターン１０４を敷設でき、駆動力の増強が見込まれるが、
ピッチＰｅは流動駆動用電場が中和されない程度に広くとる必要がある。また、コネクタ
部１３０からプローブヘッド１１０への電界共役流体の流路となる管１２２と、プローブ
ヘッド１１０からコネクタ部１３０への電界共役流体の流路となる管１２２とでは、負極
パターン１０３及び正極パターン１０４の配置が逆になる。
【００５４】
　そして、高圧電源部１０２から高電圧がかけられると、負極パターン１０３及び正極パ
ターン１０４の間に点線矢印で表わされる電界１０６が発生する。この発生した電界１０
６の影響により、電界共役流体は駆動力を得て矢印１０５のように流れ出す。これにより
、信号線１２１を内包する循環経路１０１内を電界共役流体が循環する。そして、循環経
路１０１を循環する電界共役流体により、プローブヘッド１１０内の熱が吸収され、コネ
クタ部１３０に配置されたファン１３１などで構成される冷却部により熱を放出すること
により、プローブヘッド１１０内の冷却が行われる。
【００５５】
　以上ではケーブル１２０内の信号線１２１を電界共役流体に浸す構成を説明したが、こ
の場合、プローブヘッド１１０内の振動子１１１や電子回路１１２の周りには第１の実施
形態と同様の熱変換機構を敷設してもよいし、振動子１１１や電子回路１１２にカバーを
設けて、そのカバーをつけた振動子１１１や電子回路１１２を電界共役流体に浸してもよ
い。さらに、電界共役流体が不活性液体であれば振動子１１１や電子回路１１２を直接浸
してもよい。
【００５６】
（変形例５）
　以上の説明では、電極パターンを管１２２の内壁に配置したが、この電極パターンの構
成は、負極パターン１０３及び正極パターン１０４が交互に並んで、一定方向に電界１０
６が発生する構成であれば他の方法でもよい。そこで、変形例として、電界共役流体の中
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係る管の中心線と直交する方向（電界共役流体の流路の軸に直交する方向）の断面を模式
的に表す図、図９（Ｂ）は本変形例に係る信号線を説明するための図、図９（Ｃ）は本変
形例に係る管の内部に配置された電極パターン及び信号線を説明するための図である。
【００５７】
　信号線１２１は、図９（Ｂ）に示すように多重シールドとなっている。そして、信号線
１２１の多重シールドの外皮部分に負極パターン１０３及び正極パターン１０４が交互に
配置される。この負極パターン１０３及び正極パターン１０４が配置された信号線が図９
（Ａ）のように電界共役流体の中に浸されている。
【００５８】
　そして、負極パターン１０３及び正極パターン１０４に高電圧がかかると、図９（Ｂ）
のように負極パターン１０３及び正極パターン１０４の間に電界１０６が発生する。この
電界は電界共役流体の中で発生するので、この電界により電界共役流体は駆動され循環経
路１０１の中を流れる。
【００５９】
　以上で説明したように、本実施形態に係る超音波プローブは、ケーブルの中の電界共役
流体を送る管の中に信号線を配置し、電界共役流体の中に信号線を浸した構成である。こ
れにより、ケーブル内部を流れる電界共役流体の量を増加させることができ、より多くの
電界共役流体を循環させることが可能となるため、より振動子や電子回路の発熱を抑える
ことが可能となる。
【符号の説明】
【００６０】
００１　超音波診断装置
１００　超音波プローブ
１０１　循環経路
１０２　高圧電源部
１０３　負極パターン
１０４　正極パターン
１１０　プローブヘッド
１１１　振動子
１１２　電子回路
１２０　ケーブル
１２１　信号線
１２２　管
１３０　コネクタ部
１３１　ファン
１３２　ペルチェ素子
２００　装置本体
２０１　送受信部
２０２　信号処理部
２０３　画像生成部
２０４　表示制御部
２０５　表示部
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